
 

 

 

 

 

 

 

外国人雇用状況報告(平成 17 年 6 月 1 日現在)の結果について 
 

Ⅰ 趣旨 

厚生労働省では、平成 5 年度から、外国人労働者の雇用状況について事業所から年１回報

告を求める「外国人雇用状況報告制度」を実施している。 

本制度は、事業主の協力に基づき、個々の事業所における外国人労働者の雇用状況を把

握し、外国人労働者の雇用の安定を含めた地域の労働力需給の適正な調整及び外国人労働

者に対する適切な雇用管理の促進を図ることを目的としたものである。 

本制度に基づき、平成 17 年 6 月 1 日現在で、外国人労働者を雇用（以下「直接雇用」とい

う。）又は外国人労働者が労働者派遣、請負等により事業所内で就労している（以下「間接雇

用」という。）事業所から管轄の公共職業安定所に提出された報告を集計し、別添のとおり取り

まとめた。 

なお、本制度は、従業員 50 人以上規模の事業所については全事業所、また、従業員 49 人

以下規模の事業所については一部の事業所(各地域の実情や行政上の必要性に応じて選定)

を対象に、公共職業安定所が報告を求めているものである。外国人労働者を雇用している事業

所を全数把握しているものではないことにご留意願いたい。 

 

Ⅱ 報告の概要 

１ 報告を行った事業所及び外国人労働者の概要(→別添；1、P.5) 

（1） 本年度は 155,009 事業所に対して報告を求めたところ、94,143 所から報告書の提出があ

り、そのうち 28,017 所が外国人労働者を直接雇用又は間接雇用していた。 
（注） 前年と比べると、送付事業所数は 6.6％の増加、提出事業所数は 3.9％の増加となっている。送付事

業所に占める提出事業所の割合（回収率）は 62.3％から 60.7％へと減少したものの、提出事業所に占

める外国人雇用事業所の割合は 27.2％から 29.8％へと増加した。 

（2） このうち、外国人労働者を直接雇用している事業所は 25,106 所、その外国人労働者数は

198,380 人であった。 

① 産業別では、事業所数、外国人労働者数ともに「製造業」が最多で、直接雇用事業所数

全体の 50.9％、直接雇用外国人労働者数全体の 54.4％を占めた。 

② 事業所規模別では、事業所数、外国人労働者数ともに「100～299 人」規模が最も多い。

③ １事業所当たりの外国人労働者数の平均は 7.9 人(前年 8.1 人)であった。 

 

２ 直接雇用の外国人労働者の属性(→別添；2、P.6) 

（1） 男女別では、男性が 54.3％、女性が 45.7％を占めた。 

（2） 出身地域別では、「東アジア」が 43.2％で最多を占め、次いで「中南米」が 30.4％、「東南

アジア」が 14.0％となっている。なお、「中南米」のうち約９割の 89.6％を「日系人」が占めてい

る。また、前年度調査において、平成５年度の調査開始以来、初めて「東アジア」が「中南米」

を上回ったが、本年度においては、「東アジア」が前年より 23.9％増加する一方、「中南米」が

前年より 6.3％減少しており、「東アジア」の増加傾向が強まっている。 

（3） 在留資格別では、日系人等の就労に制限のない「日本人の配偶者等、永住者の配偶者
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等、定住者」が直接雇用外国人労働者数全体の約半数の 48.2％を占めた。次に、特定の分

野で就労可能な、いわゆる「専門的、技術的分野の在留資格」（以下「専門的、技術的分野」

という。）が 18.9％を占め、そのうち 61.4％は「技術」又は「人文知識・国際業務」の在留資格

であった。 
（注） 「専門的、技術的分野の在留資格」とは、教授、芸術、宗教、報道、投資・経営、法律・会計業務、医

療、研究、教育、技術、人文知識・国際業務、企業内転勤、興行、技能が該当する。 

（4） 職種別では、「生産工程作業員」が 55.9％で最多を占め、次いで「専門・技術・管理職」が

19.6％を占めている。 

（５） 正社員率（「正社員」とは、「期間の定めのない雇用契約の下で就労し、１日または１週の

所定労働時間が、通常の労働者より短くない者」をいう。）は直接雇用外国人労働者数全体

の 25.2％であり、前年の 24.5％に比べわずかに増加した。正社員率を職種別にみると、「営

業・事務職」、「専門・技術・管理職」で高く、「販売・調理・給仕・接客員」で低い。 

 

３ 直接雇用の外国人労働者の産業別、事業所規模別特徴(→別添：3、P.8) 

（１） 産業別では、「製造業」では、出身地域「中南米」、在留資格「日本人の配偶者等、永住者

の配偶者等、定住者」及び職種「生産工程作業員」が最多を占めている。「卸売・小売業」、

「飲食店、宿泊業」では、出身地域「東アジア」、在留資格「留学、就学（アルバイト）」及び職

種「販売・調理・給仕・接客員」が最多を占めている。「教育、学習支援業」では、出身地域で

みると、昨年度までは「北米」が最多であったところ、本年度は「東アジア」が最も多くなってい

る。また、在留資格では「専門的、技術的分野」、職種では「専門・技術・管理職」が最多とな

っている。 

（２） 事業所規模別では、規模が大きくなるほど、出身地域「ヨーロッパ」、在留資格「専門的、

技術的分野」、職種「専門・技術・管理職」及び「販売・調理・給仕・接客員」の割合が増加し

ているのに対し、在留資格「特定活動（技能実習生）」、職種「生産工程作業員」の割合が低

下している。 

 

４ 直接雇用の外国人労働者の入職、離職状況(→別添：4、P.10) 

過去１年間の入離職の状況は、入職者が 121,868 人、離職者が 93,180 人であり、それぞ

れ直接雇用外国人労働者数全体の 61.4％、47.0％であった。 

 

５ 主として労働者派遣・請負事業を行っている事業所(→別添：5、P.10) 

外国人労働者を直接雇用している事業所 25,106 所、その外国人労働者 198,380 人のう

ち、主に労働者派遣・請負事業を行っている事業所は 2,412 所、外国人労働者 53,032 人で

あり、それぞれ直接雇用事業所数全体の 9.6％、直接雇用外国人労働者数全体の 26.7％を

占めた。 

 

６ 地域別の事業所数、外国人労働者数及びその特徴(→別添：6、P.10) 

都道府県別にみると、外国人労働者を直接雇用している事業所数は、東京、愛知、神奈

川、大阪、静岡の順で、直接雇用の外国人労働者数は東京、愛知、静岡、神奈川、大阪の

順でそれぞれ多く、いずれもこれら上位５都府県で、直接雇用事業所数全体の 44.4％、直接

雇用外国人労働者数全体の 52.4％を占めている。 

 

７ 今後６カ月以内に新たに外国人労働者を雇い入れる予定のある事業所の状況(→別添：7、P.12) 

外国人労働者を直接雇用し、又は間接雇用している 28,017 所のうち、今後６カ月以内に

新たに外国人労働者を雇い入れる予定のある事業所数は 4,593 所で、直接及び間接雇用

事業所数全体の 16.4％であった。 

  



  

８ 間接雇用について(→別添：8、P.12) 

外国人労働者を間接雇用している事業所は 5,889 所（これには「直接雇用と間接雇用のい

ずれの形態も有する事業所」と「間接雇用の形態のみを有する事業所」が含まれる。）であり、

その外国人労働者は 144,891 人であった。 

（１） 産業別では、事業所数、労働者数ともに「製造業」が最多であり、90.8％の外国人労働者

が「製造業」で就労していた。 

（２） 事業所規模別では、事業所数、労働者数ともに「100～299 人」規模が最も多い。 

（３） １事業所当たりの外国人労働者数の平均は 24.6 人(前年 25.8 人)であった。 

 
（注） 平成 16 年度より、インターネットを通じた報告（電子申請）を可能としているところ、本年度において送付

事業所のうち電子申請により報告を行った事業所は、1,759 所（報告のあった事業所に占める割合 1.9％）

であった。 
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外国人雇用状況報告 (平成 17 年 6 月 1 日現在) 結果 

 

 

1 報告を行った事業所及び外国人労働者の概要

 (1) 概要 

今回の結果は、平成 17 年 6 月 1 日現在で、外国人労働者を直接に雇用（以下「直接雇

用」という。）、又は外国人労働者が労働者派遣、請負等により事業所内で就労している

（以下「間接雇用」という。）事業所からの報告を集計した結果である。 

本年度は、155,009（対前年比 6.6％増）事業所に対して報告を求めたところ、94,143 所

（同3.9％増）から報告書の提出があり、そのうち28,017所が、外国人労働者を直接雇用す

るか間接雇用していた。前年度と比べると、送付事業所に占める提出事業所の割合（回収

率）は、前年度の 62.3％から 60.7％へと減少したものの、提出事業所に占める外国人雇用

事業所の割合は、27.2％より 29.8％に増加した。 

 

(2) 直接雇用（表 2） 

外国人労働者を直接雇用している事業所は 25,106 所であり、その外国人労働者数は

198,380 人であった。 

① 産業別（図 1） 
図1　産業分類別外国人労働者の割合（直接雇用）
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産業別では、事業所数、外国人労

働者数ともに「製造業」が最も多かった

〔12,767 所(構成比 50.9％)、108,008

人(同 54.4％)〕。その他、「サービス業

（他に分類されないもの）」〔2,929 所

(同 11.7％)、23,910 人(同 12.1％)〕、

「卸売・小売業」〔2,783 所(同 11.1％)、

16,101 人(同 8.1％)〕、「教育、学習支

援業」〔1,232 所(同 4.9％)、16,631 人

(同 8.4％)〕、「飲食店、宿泊業」〔1,125

所(同 4.5％)、15,942 人(同 8.0％)〕で

多くなっている。 

これら上位５分類で、直接雇用事業

所数全体の 83.0％、直接雇用外国人

労働者数全体の 91.0％を占めた。 

② 事業所規模別（図 2） 

事業所規模別では、「100～299 人」

規模が最も多かった〔7,096 所(構成比

28.3％)、60,163 人(同 30.3％)〕。 

これを「50～99 人」規模〔6,145 所

（同 24.5％)、 30,201 人(同 15.2％)〕と合わせると、これら上位２分類で、直接雇用事業所

数全体の 52.7％を、直接雇用外国人労働者数全体の 45.6％を占めた。 

③ １事業所当たり外国人労働者数 

１事業所当たりの外国人労働者数は 7.9 人（前年 8.1 人）であった。 

  



2 直接雇用の外国人労働者の属性
図２　事業所規模別外国人労働者の割合（直接雇用）
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(1) 男女別（表 3） 

男女別では、男性107,796人(構成比54. 

3％)、女性 90,584 人(同 45.7％)であった。 

 

(2) 出身地域別（図 3、表 3） 

出身地域別では、「東アジア」が 85,616

人(構成比 43.2％) と最も多く、次いで「中

南米」60,354 人(同 30.4％)、「東南アジア」

27,856 人(同 14.0％)の順で多い。   

なお、「中南米」のうち「日系人」は、

54,049 人であり、「中南米」のうちの約９割と

なる 89.6％を占めた。 

また、平成 16 年度調査において、平成５

年度の調査開始以来、初めて「東アジア」    

が「中南米」を上回ったが、本年度におい 

ては「東アジア」が前年より 23.9％増加する

一方、「中南米」が前年より 6.3％減少して

おり、「東アジア」の増加傾向が強まってい

る。 

 

 
図３　出身地域別外国人労働者数の割合
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(参考) ここでいう各出身地域に含まれる国は、以下

のとおり。 

東アジア 

中国(香港等を含む。)、韓国 

東南アジア 

フィリピン、タイ、ベトナム、インドネシア、マレーシ

ア、ミャンマー、カンボジア、ラオス、シンガポール、

ブルネイ 

その他アジア・中近東 

インド、バングラデシュ、パキスタン、スリランカ、ネ

パール、モンゴル、イラン、トルコ、イスラエル等 

北  米 

アメリカ、カナダ 

中南米 

ブラジル、ペルー、ボリビア、アルゼンチン、コロンビ

ア、パラグアイ、メキシコ、チリ等 

ヨーロッパ 

イギリス、フランス、ロシア、ドイツ、ルーマニア、イタ

リア、ウクライナ、スペイン、アイルランド、スウェーデ

ン、オランダ、スイス、ポーランド等 

その他 

ガーナ、ナイジェリア、エジプト等のアフリカ諸国、オ

ーストラリア、ニュージーランド等のオセアニア諸国 

  



(3) 在留資格別（表 3） 

在留資格別では、日系人等の就労に制限のない「日本人の配偶者等、永住者の配偶者

等、定住者」は 95,637 人(構成比 48.2％)と直接雇用外国人労働者数全体の約半数を占め、

次いで、特定の分野で就労可能な、いわゆる「専門的、技術的分野の在留資格」（以下「専

門的、技術的分野」という。）は 37,477 人(同 18.9％)となっており、これら上位２分類で、直接

雇用外国人労働者数全体の 67.1％を占めた。 

なお、「専門的、技術的分野」のうち、「技術」又は「人文知識・国際業務」の在留資格は

23,019 人となっており、「専門的、技術的分野」の 61.4％を占めた。 

 
(参考)「専門的、技術的分野の在留資格」は、以下の在留資格が該当する。 

教授、芸術、宗教、報道、投資・経営、法律・会計業務、医療、研究、教育、技術、人文知識・国際業務、

企業内転勤、興行、技能 

 

 

 

 

 

(4) 職種別（図 4、表 3） 

職種別では、「生産工程作業員」が 110,932 人(構成比 55.9％)と最多を占め、次いで「専

門・技術・管理職」が 38,916 人(同 19.6％)、「販売・調理・給仕・接客員」が 26,809 人(同

13.5％)となっている。この上位３分類で、

直接雇用外国人労働者数全体の約９割

である 89.0％占めた。 

  

これら３職種はいずれも前年から増加し

たが、特に「販売・調理・給仕・接客員」が、

対前年比で 23.6％増と高い伸びを示し

た。 

 

(5) 職種別正社員率（表 4、表 5） 

直接雇用の外国人労働者のうち正社員  

として雇用される者の割合（以下「正社員

率」という。）をみると、直接雇用外国人労

働者数全体では 25.2％であり、前年

(24.5％)に比べわずかに増加した。 

なお、ここでいう正社員とは、「期間の定

めのない雇用契約の下で就労し、１日ま

たは１週の所定労働時間が、通常の労働

者より短くない者」のことである。したがっ

て、外国人労働者のうち７割以上が、雇用

契約に期間の定めがあったか、あるいは所定労働時間が通常の労働者より短かったことにな

る。 

図４　職種別外国人労働者数の割合（直接雇用）
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職種別に正社員率をみると、「営業・事務職」(正社員率 66.5％)、「専門・技術・管理職」(同

53.0％)で高く、「販売・調理・給仕・接客員」(同 6.1％)で低い。 

産業別に正社員率をみると、「教育、学習支援業」（同 31.1％）、「サービス業（他に分類さ

れないもの）」（同 30.0％）で高く、「飲食店、宿泊業」で低い。 

事業所規模別に正社員率をみると、「100～299 人」（同 28.5％）、「50～99 人」（同 28.2％）

で高い。 

 



3 直接雇用の外国人労働者の産業別、事業所規模別特徴

(1) 産業別特徴（図 5、図 6、表 6、表 7） 

産業別にみると、「製造業」では、出身地域「中南米」（47,661 人、構成比 44.1％）、在留資

格「日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者」（65,012 人、同 60.2％)、職種「生産工

程作業員」（95,363 人、同 88.3％）の外国人労働者数が最も多い。さらに「製造業」を産業分

類（中分類）でみると、「輸送用機械器具製造業」〔1,486 所（「製造業」に占める構成比

11.6％)、28,100 人(同 26.0％)〕で外国人労働者数が最も多い。 

「卸売・小売業」では、出身地域「東アジア」（11,427人、同71.0％）、在留資格「留学、就学

（アルバイト）」(6,990 人、同 43.4％)、職種「販売・調理・給仕・接客員」（9,382 人、同 58.3％）

の外国人労働者数が最も多い。 

「飲食店、宿泊業」では、出身地域「東アジア」（13,135 人、同 82.4％）、在留資格「留学、

就学（アルバイト）」（11,063 人、同 69.4％）、職種「販売・調理・給仕・接客員」（14,042 人、同

88.1％）の外国人労働者数が最も多い。さらに「飲食店、宿泊業」を産業分類（中分類）でみ

ると、「一般飲食店」〔598 所（「飲食店、宿泊業」に占める構成比 53.2％)、13,446 人(同

84.3％)〕で外国人労働者数が最も多い。 

「教育、学習支援業」では、出身地域でみると、昨年度までは「北米」が最多であったところ、

本年度は「東アジア」（5,263 人、同 31.6％）の外国人労働者数が最も多い。在留資格でみる

と「専門的、技術的分野」（11,066 人、同 66.5％）が、職種でみると「専門・技術・管理職」

（15,390 人、同 92.5％）が最も多い。さらに「教育、学習支援業」を産業分類（中分類）でみる

と、「学校教育」〔1,076 所 （「教育、学習支援業」に占める構成比 87.3％）、12,955 人(同

77.9％)〕で外国人労働者数が最も多い。 

「サービス業（他に分類されないもの）」では、出身地域「東アジア」(8,641 人、同 36.1％)、

在留資格「日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者」（13,557 人、同 56.7％）、職種

「生産工程作業員」（10,018 人、同 41.9％）の外国人労働者数が最も多い。さらに「サービス

業（他に分類されないもの）」を産業分類（中分類）でみると、「その他の事業サービス業」

〔1,150 所 （「サービス業（他に分類されないもの）」に占める構成比 39.3％）、13,726 人(同

57.4％)〕で外国人労働者数が最も多い。 

 

図５　産業別・出身地域別外国人労働者数の割合(直接雇用）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

サービス業

教育、学習支援業

飲食店、宿泊業

卸売・小売業

製造業 東アジア

東南アジア
その他アジア

・中近東

北米

中南米

ヨーロッパ その他

 

 

  



図６　産業別・職種別外国人労働者数の割合（直接雇用）
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(2) 事業所規模別特徴（図 7、図 8、表 8） 

本報告は、原則として 50 人以上規模の全事業所に対して、管轄の公共職業安定所に報

告を求めるとともに、49 人以下規模の事業所については、地域の実情や行政上の必要性に

応じ、報告を求めているところである。この点を踏まえ、事業所規模別の特徴を精査して捉え

るため、ここでは、50 人以上規模事業所に限定して記述することとする。 

「50～99 人」規模では、出身地域「東アジア」（13,189 人、構成比 43.7％）、在留資格「日本

人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者」（15,505 人、同 51.3％）、職種「生産工程作業

員」（20,459 人、同 67.7％）の外国人労働者数が最も多い。 

「100～299 人」規模は 50 人以上規模計の 35.4％を占め、最も外国人労働者数が多い。こ

こでは、出身地域「中南米」（23,801 人、同 39.6％）、在留資格「日本人の配偶者等、永住者

の配偶者等、定住者」（35,687 人、同 59.3％）が、職種「生産工程作業員」（39,553 人、同

65.7％）の外国人労働者数が最も多い。 

「1,000 人以上」規模では、出身地域「東アジア」（20,177 人、同 61.7％）、在留資格「留学、

就学（アルバイト）」（12,096 人、同 37.0％）、職種「販売・調理・給仕・接客員」（12,301 人、同

37.6％）の外国人労働者数が最も多い。 

なお、事業所規模が大きくなるほど、出身地域「ヨーロッパ」、在留資格「専門的、技術的分

野」、職種「専門・技術・管理職」及び「販売・調理・給仕・接客員」の割合が増加するのに対し、

在留資格「特定活動（技能実習生）」、職種「生産工程作業員」の割合が低下する傾向がみら

れる。 

  

図７　事業所規模別・出身地域別外国人労働者数の割合（直接雇用）
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図８　事業所規模別・職種別外国人労働者数の割合(直接雇用）
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4 直接雇用の外国人労働者の入職、離職状況（表 9） 

過去 1 年間（平成 16 年６月１日～平成 17 年５月 31 日）の入離職の状況は、入職者数が

121,868 人、離職者数が 93,180 人であった。入職率(直接雇用されている外国人労働者数に対

する過去１年間の雇入れ数の割合)は 61.4％、離職率(直接雇用されている外国人労働者数に

対する過去１年間の離職者数の割合)は 47.0％、入職超過率(直接雇用されている外国人労働

者数に対する過去１年間の雇入れ数から離職者数を引いた数の割合)は 14.5％で、前年に比べ、

それぞれ 2.0％ポイント、1.8％ポイント、0.3％ポイント増加した。  

 
5 主として労働者派遣・請負事業を行っている事業所（表 10、表 11） 

外国人を直接雇用している事業所25,106所、外国人労働者数198,380人のうち、主に労働者

派遣・請負事業を行っている事業所(以下「派遣・請負事業所」という。)は 2,412 所、外国人労働

者数は 53,032 人で、それぞれ直接雇用事業所全体の 9.6％、26.7％を占めた。また、一事業所

あたりの外国人労働者数は 22.0 人であり、派遣・請負事業所以外(6.4 人)に比べて約 3.4 倍とな

っている。 

これら派遣・請負事業所に直接雇用されている外国人労働者は、出身地域「中南米」(41,075

人、構成比 77.5％)、在留資格「日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者」(47,340 人、

同 89.3％)、職種「生産工程作業員」(45,935 人、同 86.6％)が最も多い。 

さらに事業所規模別で見ると、事業所数、外国人労働者数ともに「100～299 人」規模が最も多

く、事業所数 776 所(同 32.2％)、外国人労働者 22,360 人(同 42.2％)であった。 

 

6 地域別の事業所数、外国人労働者数及びその特徴

(1) 都道府県別特徴（表 12） 

① 直接雇用 

直接雇用で外国人労働者を雇用している事業所数は、東京都 (5,097 所)、愛知(1,792

所)、神奈川県(1,550 所)、大阪府(1,459 所) 、静岡県（1,238 所）の順で、外国人労働者数

は、東京都(40,358 人)、愛知県(25,436 人)、静岡県(16,542 人)、神奈川県(11,011 人)、大

阪府(10,556 人)の順で多い。また、いずれも上位５都府県で、全国の事業所数の 44.4％を、

直接雇用の外国人労働者数の 52.4％を占めている。 

在留資格別で外国人労働者数をみると、「専門的、技術的分野」は東京都(16,198 人)で

多く、「日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者」は愛知県(18,674 人)及び静岡県

(13,637 人)で多い。 



② 間接雇用 

間接雇用されている外国人労働者数については、愛知県(29,729 人)、静岡県(22,850

人)、三重県（10,154 人）、長野県（8,685 人）、滋賀県（8,205 人）の順で多く、東海地方とそ

の近接県で上位５都県を占めており、これらで全国の間接雇用の外国人労働者数の

55.0％を占めている。 

 

(2) ブロック別特徴（図 9、表 13） 

外国人労働者数について、ブロック別にみると、「南関東」、「東海」、「近畿」、「北関東・甲

信」の順に多くなっている。 

これらのうち、「南関東」は、出身地域「東アジア」(構成比 51.4％)、在留資格「日本人の配

偶者等、永住者の配偶者等、定住者」(同 38.7％)、職種「専門・技術・管理職」（同 30.0％）が

最多となっている。 

「東海」、「北関東・甲信」は、出身地域「中南米」(同 63.6％、55.1％)、在留資格「日本人の

配偶者等、永住者の配偶者等、定住者」(同 74.4％、73.8％)、職種「生産工程作業員」(同

82.1％、81.4％)、がそれぞれ最多となっている。 

図９　ブロック別・出身地域別外国人労働者数の割合(直接雇用）
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「近畿」は、出身地域「東アジア」（同 49.0％）、在留資格「日本人の配偶者等、永住者の配

偶者等、定住者」（同 35.9％）、職種「生産工程作業員」（同 42.3％）が最多となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 今後６カ月以内に新たに外国人労働者を雇い入れる予定のある事業所の状況（表 14、表 15） 
(参考) ここでいうブロックは、以下のとおり。 

北海道……・…北海道 

東 北…………青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

北関東・甲信・・茨城、栃木、群馬、山梨、長野 

南関東…………埼玉、千葉、東京、神奈川 

北 陸…………新潟、富山、石川、福井 

東 海…………岐阜、静岡、愛知、三重 

近 畿…………滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

中 国…………鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四 国…………徳島、香川、愛媛、高知 

九 州…………福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

  



報告を行った事業所のうち、今後６カ月以内に新たに外国人労働者を雇い入れる予定のある

事業所（以下「雇入予定事業所」という。）の数は 4,593 所で、直接雇用事業所全体の 16.4％で

あった。産業別にみると、「製造業」(2,815 所)で雇入予定事業所が多い。また、都道府県別にみ

ると、東京（688 所）、愛知（332 所）で雇入予定事業所が多い。 

 

8 間接雇用について（表 16） 

外国人労働者を間接雇用していると報告を行った事業所は 5,889 事業所（これには「直接雇

用と間接雇用のいずれの形態も有する事業所」と「間接雇用の形態のみを有する事業所」が含ま

れる。）であり、これら事業所で就労する外国人労働者は 144,891 人であった。 

 

（1） 産業別（図 10） 
図10　産業別外国人労働者数の割合（間接雇用）
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産業別では、事業所数、外国人 

労働者数ともに「製造業」が大部分 

を 占 め て い る 〔 4,380 所 ( 構 成 比

74.4％)、131,562 人(同 90.8％)〕。 

 

（2） 事業所規模別   

事業所規模別にみると、「100～

299人」規模が最も多い〔2,023所(構

成 比  34.4 ％ ) 、 48,932 人 ( 同

33.8％)〕。 

 

（3） １事業所当たりの外国人労働者数 

１事業所当たりの外国人労働者

数は、24.6 人(前年 25.8 人)であっ

た。 

 

 

9 過去10年間の外国人労働者雇用の推移（表17～表19） 

本調査における過去10年間の産業別、事業所規模別、出身地域別、在留資格別、職種別推

移は表17から表19のとおりである。 

  



  

 

注意事項及び用語解説 

 
 
 
【注意事項】 

外国人雇用状況報告制度は、外国人労働者の失業の予防や再就職の促進、外国人労働者に係る雇用

管理の改善を推進するための指導・援助に役立てるため、従業員 50 人以上規模の事業所については全事

業所を、また、従業員 49 人以下規模の事業所については一部の事業所（各地域の実情や行政上の必要性

に応じて選定）を対象に、６月１日現在の外国人労働者の雇用状況について管轄の公共職業安定所へ報告

を求めているものである。よって、同制度は、事業主の協力に基づくものであり、外国人労働者を雇用してい

る事業所を全数把握しているものではないことにご留意願いたい。 

 

  

【用語の解説】 

１ 雇用形態について 

(1) 直接雇用 

事業所において直接雇用契約を交わして労働者を雇っている場合のこと。 

(2) 間接雇用 

直接雇用以外の形態で、労働者派遣、請負等により事業所内で就労している場合のこと。 

 

２ 在留資格について 

専門的、技術的分野で就労可能な在留資格 

教授、芸術、宗教、報道、投資・経営、法律・会計業務、医療、研究、教育、技術、人文知識・国際業務、

企業内転勤、興行、技能の在留資格。 

 

３ 職種について 

(1) 専門・技術・管理職 

研究者、技術者、弁護士、公認会計士等の専門的・技術的職業及び会社・団体の役員、会社・団体の

管理職員等の管理的職業。 

(2) 営業・事務職 

営業の活動に従事する者及び一般事務員、会計事務員、事務用機器操作員等の営業・事務的職業。 

(3) 販売・調理・給仕・接客員 

小売店主、卸売店主、販売員、調理人、接客係等の販売・調理・給仕・接客的職業。 

  (4) 生産工程作業員 

一般機械器具組立・修理作業員、衣服・繊維製品製造業者等の製品生産工程作業に従事する職業。 

  (5) 建設土木作業員 

建設作業者、大工、配管工、土木作業者等に従事する職業。 

  (6) 運搬労務作業員 

貨物の運搬・積み卸し・配達及びこん包等の作業に従事する職業。 

  (7) その他 

①～⑥の職種に属さない職業。 

 

 ４ 正社員について 

ここでいう正社員とは、期間の定めのない雇用契約の下で就労し、１日または１週間の所定労働時間が、

通常の労働者より短くない者をいう。なお、技能実習生は、ここでいう正社員には含んでいない。 

 




